
 

介護予防支援事業、第 1号介護予防支援事業 

契約書別紙（兼重要事項説明書） 

 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 新発田西地域包括支援センター 

代 表 者 医療法人 愛広会  理事長  池田 弘 

所 在 地 新発田市荒町甲１６１１番地８（新発田リハビリテーション病院内） 

連 絡 先 電話：０２５４－２８－７４４７  ＦＡＸ：０２５４－２８－７４４８ 

管 理 者 の 氏 名 鈴木 孝政 

事業所指定番号 １５００６０００８３ 

指 定 年 月 日 ２０２２年４月１日 

サービス提供地域 佐々木中学校区、豊浦中学校区、東中学校区（松浦、米倉、赤谷） 

２ 事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要支援状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅において自立し

た日常生活を営むことができるよう、適正な介護予防支援事業(又は第 1号介護予防

支援事業)を提供することを目的とします。 

事業の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法令及

びこの契約の定めに基づき、関係する新発田市や事業者、地域の保健・医療・福祉サ

ービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要支援状態の軽減や悪化の防止のた

め、適切なサービスの提供に努めます。 

３ 提供するサービスの内容 

(1) 利用者のお宅を訪問し、利用者の心身の状態を適切な方法により把握の上、利用者自身やご

家族の希望を踏まえ、「介護予防サービス・支援計画」を作成します。 

(2) 利用者の介護予防サービス・支援計画に基づくサービスの提供が確保されるよう 利用者

とその家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、介護予防サービ

ス・支援計画の実施状況を把握します。 

(3) 必要に応じて、利用者と事業者との双方の合意に基づき、介護予防サービス・支援計画を変

更します。 

(4) 介護予防支援事業(又は第 1 号介護予防支援事業)及び指定介護予防サービス事業者等につ

いての相談・苦情窓口となり、適切に対処します。 

(5) 利用者の要支援(事業対象者)認定の申請についてお手伝いします。 

(6) 利用者が介護保険施設に入所を希望される場合、その仲介をいたします。 

 

 

 

４ 営業日時 

営 業 日 
月曜日から金曜日 

ただし、土曜日及び日曜日、祝日、１２月２９日から翌年１月３日を除く。 

営業時間 午前８：３０～午後５：１５ 

５ 事業所の職員体制 

職   種 資   格 人数 備   考 

管 理 者 社会福祉士 １人 虐待・苦情受付担当者、従業員と兼務 

担 当 職 員 

主任介護支援専門員 １人  

保 健 師 ２人  

社会福祉士 １人 管理者と兼務 1人 

認知症地域支援推進員 １人  

介護支援専門員 １人  

事務員 １人  

６ 利用料 

指定介護予防支援を利用した際の利用料金の額は厚生労働大臣が定める基準によるものとし、

当該指定介護予防支援が法定代理受領サービスである時は、利用者の自己負担はありません。

ただし、保険料の滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、１か月当たりの料金をお

支払いいただきます。その場合、事業者は指定介護予防支援提供証明書を発行いたしますので、

後日、新発田市の窓口に指定介護予防支援提供証明書を提出しますと払い戻しを受けることが

できます。 

第１号介護予防支援事業は、利用した際の利用料金自己負担はありません。 

【介護予防支援の基本利用料】 

 利用料（１か月あたり） 

介護予防支援費 4, 420円 

【加算】以下の要件を満たす場合、 上記の基本利用料に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 加算額 

初回加算 
新規の利用者に対し介護予防サービス計画

を作成した場合 

3 , 000円 

（1月につき） 

委託連携加算 

居宅介護支援事業所への委託を進めるため、

包括支援センターと居宅介護支援事業所間

で情報連携を適切に行った場合 

3 , 000円 

（1人につき 1回を限度） 

(注)上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合

は、これら基本利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利

用料を書面でお知らせします。 

７ 事故発生時の対応 

介護予防支援事業(又は第 1 号介護予防支援事業)の提供により事故が発生した場合は、速やかに



利用者の家族、新発田市等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

８ 担当職員 

担当する職員は次のとおりです。 ご不明な点やご要望などがありましたら、何でもお申し出くだ

さい。 

氏 名  

連絡先（電話番号） ０２５４－２８－７４４７ 

９ 苦情相談窓口 

(1)当事業所が設置する苦情相談窓口は、次のとおりです。当事業所が提供した介護予防支援事業

（又は第１号介護予防支援事業）に関する苦情だけでなく、当事業所が作成した介護予防サー

ビス・支援計画に位置付けたサービスに関する苦情も、遠慮なくお申し出ください。 

苦情相談窓口 「新発田西地域包括支援センター」事務室 TEL: 0254-28-7447 

窓口解放時間 午前８時３０分～午後５時１５分まで 

苦情解決責任者 新発田リハビリテーション病院 事務長 田村 泰生 

苦情受付担当者 新発田西地域包括支援センター 管理者 鈴木 孝政 

苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。苦情受付担当者が受

け付けた苦情を苦情解決責任者に報告し、苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し

合い、解決に努めます。 

(2)上記に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

新発田市高齢福祉課 

新発田市中央町３－３－３ 

TEL: 0254-22-3030 FAX: 0254-21-1091 

【受付時間】午前８：３０から午後５：１５まで 

新潟県国民健康保険団体連合会 

介護サービス係 
新潟市中央区新光町７－１ TEL: 025-285-3022 

新潟県介護保険審査会 新潟市中央区新光町４－１ TEL: 025-280-5195 

  （3）上記（1）、（2）の他、第三者委員会に苦情や相談を申し立てることもできます。 

    第三者委員の連絡先等詳細については、当事業所に掲示してあるポスターをご覧いただくか 

    当事業所職員にお問い合わせください。 

 

１０ 高齢者虐待防止 

 虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものとします。 

①事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図りま

す。 

②事業所における虐待の防止のための指針を整備します。 

③事業所において、従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

④前③に掲げる措置を適切に実施するため責任者および担当者を選定します。 

 虐待防止責任者兼担当者：新発田西地域包括支援センター 管理者兼社会福祉士 鈴木 孝政 

 

１１．サービス利用にあたっての留意事項 

サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは以下のとおりです。 

(1)担当職員に贈り物や飲食物の提供などはお断りいたします。 

(2)体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに当事業

所の担当職員へご連絡ください。 

 

     年   月   日 

 

介護予防支援事業（又は第１号介護予防支援事業）の利用開始にあたり、利用者及び代理人に対

して本書面に基づき重要事項の説明をするとともに、本書面以外についても説明しました。 

 

【事業者】 

住  所  新潟県新発田市荒町甲１６１１番地８（新発田リハビリテーション病院内） 

名  称  新発田西地域包括支援センター 

代 表 者  医療法人 愛広会       理事長 池 田  弘  

電  話  ０２５４－２８－７４４７ 

 

【説明者】 

新発田西地域包括支援センター 

氏  名：                     

 

私は、本書面より事業者より重要事項について説明を受け、同意しました。 

また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。 

 

【ご利用者】 

住  所  

氏  名                                 

 

【利用者代理人】 

住  所  

氏  名                                 

 


